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Ⅰ　序─労使関係の歴史分析

1980 年代，欧米の実務家や研究者の中で，労
使対立的かつ硬直的な伝統的労使関係が批判的に
検討されるようになり，かわって注目されるよう
になったのが，従業員に積極的な「参加」を促
す雇用制度であった（Levin（1995）等参照）。加
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●研究ノート（投稿）

本稿では，日本で 1960 年代に形成された相互信頼的労使関係を検討するために，日本生産
性本部の職員を対象にした組織オーラルヒストリーを分析した。労使の協力関係の形成が
生産性を高めるという因果関係は戦前から労使双方に認識されていたが，成果の分配に関
して労働組合の不信感は強かった。1955 年以降，経済同友会による企業内民主化運動を引
き継ぐ形で展開された生産性運動は，戦後の新しい労使関係の模索に大きな影響を与えた。
本稿では，その運動の具体例と効果の実態を分析した。分析から明らかになった生産性運
動の活動は次の 3 点にまとめられる。（1）労使双方に協議の場を設計した。協議の場が機
能するためには，労使どちらの側にも立たない「第三者的な中立」を作る必要があった。
中立という立場の形成に際して日本生産性本部が労使の説得のために使ったのは，「科学的」
や「実証的」という立場であった。具体的には，意見の押し付けよりも調査結果の共有や
視察団による観察による説得が行われた。（2）信頼構築の前提としてコミュニケーション
の頻度が高められた。経済団体とナショナルセンターの間だけではなく，個別企業別労組
の間でも視察団や委員会を通じたコミュニケーションを生み出した。（3）日本生産性本部
は啓蒙の役割を重視した。労組員向けに行われた教育活動は，最初はユニオンリーダーに
対して行われたが，徐々に一般従業員に対しても行われた。生産性運動に対する不信感の
源泉は現場に根ざしたものであり，信頼形成のためには一般従業員までも説得する必要が
あった。この教育内容においても，「客観的な」情報の公開が目指された。

【キーワード】労働史（労働運動史・組合史を含む），労使協議制，使用者団体
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藤（2001）によれば，参加型雇用制度は，財政的
な経営参加（コーポレートガバナンス）と非財政的
な労働者の自主性を組み込んだ職場参加に分けら
れる。前者には従業員の株式購入や処遇の成果配
分・利益配分方式が，後者には労使協議制，職場
懇談会，QC サークル等があげられる。1980 年代
当時，日本企業の高い経営業績が注目されるよう
になり，その要因の 1 つとして参加型雇用制度が
あげられたのである。この参加型雇用制度は，日
本企業に特徴的な雇用制度として紹介された。

参加型雇用制度を労使関係の視点から考えた場
合，労使は常に対立しているわけではなく（パイ
の分配），協調しながらともに利益を追求する余
地があると言える（パイの増大）。しかし，対立と
ともに協調を労使関係の中に位置付けるには，ま
ず，その基盤として労使の間に信頼関係や暗黙
ルールの構築が求められる。すなわち，1980 年
代に注目された参加型雇用制度では，相互信頼
的労使関係（又は協調的労使関係）が基盤として
存在することが重要である。小池（1983），仁田

（1988），および久本（1998）等の事例研究では，
新技術や新生産方式の導入を支える相互信頼的労
使関係の形成を明らかにした。この結果は，ア
ンケート調査の分析でも確認されている。たとえ
ば，代表的な研究として Morishima（1991）等で
は，労使協議制を通じた情報共有が経営と従業員
の間における情報の非対称性を軽減させ，結果的
に企業の生産性を高め，なおかつ賃金交渉を適正
化することが明らかにされている。

しかし，このような相互信頼的関係は日本企
業のはじまりとともに存在しているわけではな
い。終戦から 1960 年代前半頃までは，労働争議
数は増加傾向にあり，三井・三池争議に代表さ
れる大規模な争議も発生していた。兵藤（1997），
Moriguchi（2000）， 仁 田（2003）， お よ び 仁 田・
久本（2008）等の歴史研究を参照すれば，相互信
頼的な労使関係は 1950 年代後半～ 1960 年代にか
けて徐々に軌道に乗ったと言える。

対立から相互信頼への転換が難しい理由として
は，労使双方が相互信頼的労使関係によって生ま
れるメリットを理解していない可能性が考えられ
る。しかし，むしろ労使にとって協調のメリット

が明らかでも，ゲーム理論における「囚人のジレ
ンマ」の状況が発生し，裏切りの危険を恐れて情
報開示や協調行動をとれない可能性の方が高い1）。

Kinzley（1991）や Tsutsui（1999）等の歴史研
究によると，1920 年代における科学的管理法や
能率増進運動の導入期から労使関係の安定化は常
に意識されてきたし 2），戦時労働統制下では，労
使一体を標榜する産業報国運動が展開した 3）。し
かし，不況下での能率増進運動が失業や賃金切下
げをもたらすものとして否定的なイメージで捉え
られたことに示されるように（ウェザーズ・海老
塚（2004）），これらの成果は限定的であったと言
える。さらに終戦後は，新しく結成された企業別
労働組合による激しい身分差撤廃要求に対して4），
1946 年に結成された経済同友会が企業内民主化
案を提案し，1947 年には労働団体も参加する経
済復興会議が結成された。しかし，このような経
営者主導の労使関係安定化に対する取り組みも，
参加した労働組合（以下，労組），特に産別会議と
の調整に失敗した 5）。

以上をまとめると，企業の生産性（もしくは生
産力）に注目が集まる時，常に労使関係も意識さ
れ，労使関係は生産性の上昇に不可欠の要因と考
えられていた。しかし，パイの増大だけでなく
パイの分配も同時に話し合うには，労使が機会主
義的行動を採るという問題への対策が不足してい
た。1940 年代後半から 1950 年代前半にかけてア
メリカの新しい科学的管理手法の導入と普及のた
めに設立された日本規格協会，日本科学技術連盟

（日科技連），そして全日本能率連盟もまた，労働
組合が直接参加するには至らず（佐々木（1998）），
この問題への対策を講じることはできなかっ 
た 6）。それでは，1960 年代における参加型雇用
制度とその基礎となる相互信頼的労使関係はどの
ように形成されてきたのであろうか。本稿は，こ
れらの運動を引き継ぐ形で展開された生産性運動

（生産性向上運動）を取り上げ，生産性運動による
新しい労使関係模索の過程を検討したい。

経済団体が，戦後日本の労使関係に与えた影
響の分析としては，日経連の研究として Crump

（2003）が，また経済同友会と日本生産性本部
（以下，生産性本部）の研究として沢井（1990），岡
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崎・菅山・西沢・米倉（1996），ウェザーズ・海
老塚（2004）があげられる。財界人事部と呼ばれ
た日経連も労使関係形成の主要なアクターである
が，経営権の確立が主目的である。一方，生産性
本部は労使双方が参加する団体であることに特質
があり，それゆえに相互信頼の形成に与える影響
は大きい。先行研究によれば，生産性運動が個別
企業の経営手法と労使関係に与えた影響は大き
い。第一に，海外の最新経営技法を積極的に紹
介し（佐々木（1998），森・島西・梅崎（2007）等），
第二に，労使交渉の新しいツールである労使協議
制等の普及に関与し（上田（1994）等），第三に，
労組から反対されやすい生産性運動に対する理解
を求めて積極的な啓蒙活動を行ったからである

（ウェザーズ・海老塚（2004）等）。
しかし，これらの具体的活動の重要性は先行研

究でも指摘されているものの，歴史史料の少なさ
から十分な分析が行われてきたとは言えない。し
たがって本稿では，生産性本部関係者のオーラ
ルヒストリーを作成し，生産性運動の具体的な活
動とその影響力を検証したい。後述するように，
オーラルヒストリーでは単に新しい歴史事実が明
らかになるだけではなく，生産性運動の担い手た
ちの考え方と行動を分析することができる。

本稿の構成は以下の通りである。続くⅡでは，
組織を対象としたオーラルヒストリーを紹介し，
新たにどのような情報が手に入ったかを説明す
る。Ⅲでは，生産性運動の概要を説明し，この運
動に対する賛成と反対の両意見を把握する。Ⅳで
は，生産性運動による労使関係の変化を信頼関係
の形成として捉え，生産性運動がそれまでの労使
関係への介入と異なり，第三者的介入，啓蒙活動
を伴うものであったことを確認する。Ⅴは，1955
～ 1970 年における労使関係の形成過程をまとめ，
新しい労使関係を生み出した要因を検討する。

Ⅱ�　組織を対象としたオーラルヒスト
リー

オーラルヒストリー・メソッドは，従来から史
談，証言記録，聞き書き等の呼び名で行われてき
た口述記録による史料作成，収集，活用・分析

の方法である 7）。近年，歴史研究における文書中
心主義の偏りが指摘されるなどの変化を背景に，
研究者の新たな関心を集めている 8）。本節では，
オーラルヒストリーが研究手法として採用される
理由について説明しよう。

オーラルヒストリーが発展した研究分野として
民衆史，社会史，文化史があげられる。これらの
分野でオーラルヒストリーが受け入れられる素地
があったのは，その調査対象が「文書を残さない

（残せない）人たち」であったからである。そも
そも文書資料とは，権力や文化資本の力によって
偏って発信されている。それゆえ，記録の不足を
記憶で補うために口述資料の分析が取り入れられ
たのである。一方，民衆史とは異なる理由でオー
ラルヒストリーが取り入れられたのが政治史であ
る（伊藤（1977, 2009）御厨（2002）御厨編（2007）
等参照）。政治史では，政治家や官僚などの公人
が対象になるので，日記や手紙などの文書資料が
残されていることも多い。しかし，これら資料の
公開の範囲は限定的であり，なおかつ公人の経験
は秘匿性が高いうえに，自身の業績（為したこと）
を後世に誇るために残したいことだけを書くとい
う偏りが想定される。だが，政治史を研究するに
は，為したことだけではなく，どのように為した
かについて分析する必要がある。組織意思決定の
多くは，一般的に最終的な決定しか公開されない
が，実際は組織内における複数の主体の調整の下
で行われており，その調整過程で起きたことが，
後に大きな影響与えることも多い。そのような組
織意思決定の過程は，無名の組織人たちのオーラ
ルヒストリーによって分析可能になる。

労働史の分野では，労働者自身を分析すること
で民衆史に連なる研究も可能であるし，また経営
者，団体職員，組合リーダーなどの公人の意見や
行動を分析するために政治史の手法を適用するこ
とが可能である。特に，労使関係の分析は，労使
双方の意見とその交渉の過程を把握する必要があ
り，オーラルヒストリー・メソッドが適用でき
る。本稿は，後者の立場から組織内の意思決定過
程に焦点を当てて分析を行った。

要するに，オーラルヒストリーは，偏った情報
の補正や新しい歴史事実の発見という点で利点を
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持っている。しかし，その一方でオーラルヒスト
リーへの批判も存在する 9）。まず，口述の資料は
客観的な史実ではないという素朴な客観主義の立
場が考えられる。たしかに記憶に基づく語りで
は，思い違いや過去の事実の歪曲が発生しやすい
とは言える。しかし現在，多くの歴史方法論の研
究が指摘するように，この問題に関する文書資料
と口述資料の違いは「程度の差」でしかない。書
かれたものにおいても思い違いや歪曲が含まれる
からである。つまり，オーラルヒストリーの研究
で行うべきは，文書資料と同様に，資料批判をし
ながら資料の解釈を行うことである。はじめに，
口述資料でわかった事実は文書資料と突合せて矛
盾がないかを確認すべきである。さらに，個人の
記憶の偏りを排除するために，複数人の語りをク
ロスチェックしながら事実を確認すべきである。
同様の批判は，歴史研究だけに限らず，参与観察
法でも「羅生門問題」として指摘されている，一
つの事実に対して複数人の語り手が異なる証言を
行う問題が生じる 10）。この点については，方法
論研究では，実証の不可能性を過度に強調するの
ではなく，事実により近づく聞き方や記録の仕
方，利用方法が検討されている。それは，口述資
料によって初めて明らかになった事実は多く，そ
の発見を大事にすべきものだからである。

政治や経営を対象にしたオーラルヒストリー
は，個人の人生経験を長期間にわたりヒアリング
をしたライフ・オーラルヒストリー，あるテーマ
に関して関係者に各 1 ～ 2 回のヒアリングをした
テーマ・オーラルヒストリー，ある組織内の構成
員を対象に 1 ～ 2 回のヒアリングをした組織オー
ラルヒストリーに大きく分かれる 11）。われわれ
は，公開されている文書資料を基にして，生産性
本部の元職員・現職員を含めた大規模な組織オー
ラルヒストリーを行った。一組織に対するオーラ
ルヒストリーとしては，日本においてはもっとも
網羅的と言えよう。それぞれの詳細は，労働部

（10 名 18 回），国際部（5 名 14 回），経営開発部（4
名 5 回），海外視察団参加者（6 名 7 回）である。
事前に公式文書や事業報告書から組織と人員構成
を確認し，偏りがないように調査対象者を選ん
だ。その他，生産性運動に関係した労組役員と経

営者のオーラルヒストリーも作成した 12）。これ
らの資料の利用に当たっては，文書資料との突合
せや口述資料間のクロスチェックを行った。

Ⅲ　生産性運動をめぐる対立

1　生産性運動とは？

生産性運動とは，1948 年にマーシャル・プ 
ラン（欧州復興計画）の受入機関として設立され
た欧州経済協力機構（OEEC）がアメリカ政府の
要請を受けてはじめたものである。ヨーロッパで
は 1948 年に英米生産性協議会が設立されたイギ
リスを皮切りに，各国に生産性運動の実施機関が
設立された。その狙いは，生産性向上にともなう
経済成長によって労働者の賃金や労働条件を向上
させることで階級対立を解消させることにあった

（中北（1998））。
日本の生産性運動も，アメリカ政府が強く関

与していた。1953 年にアメリカ大使館と経済
同友会が会合を持った際，アメリカ側から生産
性協議会の設置と技術援助を提案された（中北

（1998））。後述するようにヨーロッパの生産性運
動に関心を持っていた同友会はこの提案に賛同
し，経団連などの経済団体の同意を取り付け，
1954 年に同友会の主導で日米生産性増強委員会

（後に日本生産性協議会に改称）を設立した。そし
て，1955 年に同会を発展的に改組する形で日本
生産性本部が設立された 13）（表 1）。設立にあたっ
ては日本政府から約 4000 万円，アメリカ政府か
ら 50 万ドルの資金援助があった。生産性本部は，
労使協調，技術進歩による失業の防止，経営者・
労働者・消費者間の公正配分を生産性運動の三原
則とした 14）。主な活動として，労使協議制の研
究と普及，海外技術交流 15），経営者教育，中小
企業育成，消費者教育等があった。

相互信頼的労使関係の形成に大きな影響を与え
たのが，生産性本部の労働部が推進した活動で
あった。その具体的な活動は後述する。

2　論　争

生産性本部の発足に対して，労組団体は様々な
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反応を示した。まず，積極的参加を表明したのは
総同盟である。総同盟は，生産性運動が個々の企
業の合理化運動，能率増進運動とは異なり，労働
強化による収益増大を目指すものではなく，実質
賃金の向上をもたらすことを基本的原則として確
認した 16）。全労会議は，全繊同盟を中心に労働
強化へつながる可能性を危惧していたが，内部議
論の中で「生産性運動に対する五条件」（1955 年
7 月 2 日）を決定し，徐々に生産性運動の協力条
件を整備していった。

一方，強い反対を表明したのが総評である。世
界的に見れば，国際自由労連は生産性運動に条
件付賛成の立場であり，世界労連は反対の立場
であった。この時期の総評傘下労組のなかには国
際自由労連に加盟していた労組もあったが，1955
年に岩井章が総評事務局長に就任した後，総評は
世界労連加盟組合との国際交流を活発化したり，
国際自由労連との友好と連携の強化を謳う運動方
針を削除したりした（中北（1998））。こうした状
況を背景として，総評は「労働の生産性を向上さ
せることは，われわれの，もっとも望むところで
ある」と表明しつつも，労働強化や実質賃金引き
下げが伴うことへの不信感も記していた 17）。こ
こでの労働強化とは，単に仕事量や負荷が高まる
ことではない。総評は，「職場が明朗化され，わ
れわれの職場における自由，組合活動と闘争の自

由が確保されること」を求めており，その上に生
産性向上が成り立つと主張した。

協力から反対までに共通する反応は，強弱の違
いはあるが，「協力の代償」をめぐる不信感の表
明である。この不信感は，職場の実感に支えられ
ているがゆえに協力派にも共通していると言えよ
う 18）。総同盟や全労会議の中であっても，生産
性運動の積極的協力者が異端視される場合もあっ
たからである 19）。しかし，言い換えれば，生産
性向上という目的に関しては一貫して肯定されて
いるとも言える。生産性本部は，『日本生産性新
聞』紙上において岩井章などの総評反対派も迎え
て生産性論争を公開し 20），生産性本部内に設置
された生産性研究所で労組の意見調査も開始し 
た 21）。金属産業では，総同盟系の産業別労組が
中心となって研究会や労使懇談会を開催した事例
も見られた 22）。

これらの取り組みは，不信感の実態を把握し，
その溝を公の場で確認する試みと言える。しか
し，生産性本部の発足時点では，生産性運動への
働きかけはナショナルセンターや産業別労組レベ
ルに止まっており，具体的な職場への働きかけ
は，発足 3 年後の労働部の設置後に進められるこ
とになる。

表 1 　日本生産性本部立ち上げ期の略年表（1953 年～ 1970 年）

1953 年 経済同友会幹部，米大使館ハロルドソン商務官と会談。

1954 年
経団連，日経連，日商等の経済団体は，日米生産性増強委員会設立につき協議，委員会設立。
日米生産性増強委員会，日本生産性協議会と改称。事務局設置。
FOA（アメリカ対外活動本部），通産省，大蔵省，外務省，日本の生産性向上につき懇談。
政府，「生産性向上対策について」閣議決定。

1955 年
財団法人日本生産性本部創立（会長石坂泰三，副会長永野重雄，中山伊知郎，専務理事郷司浩平）。その
後，第 1 回日本生産性連絡会議開催。「生産性向上に関する了解事項」（いわゆる三原則）を決定。
海外視察団第一陣渡米（団長・富士製鉄佐山励一ほか 10 名）。
トップ・マネジメント・セミナー開催。

1956 年 第一次労働団体生産性視察団出発（団長・前田種男）。
生産性研究所設置。全労会議定期大会，生産性運動に協力するなどの方針決定。

1957 年 労使協議制常任委員会設置。

1958 年 第 1 回軽井沢トップ・マネジメント・セミナー開催。
労働部設置。「生産性統計」創刊。

1960 年 生産性労働大学講座開催。
1961 年 アジア生産性機構（Asian Productivity Organization：APO）の発足。

1962 年 日米技術援助協定による海外視察団への米国政府補助終了。
労働団体向け視察団運営業務を国際部から労働部へ移管。

1966 年 労使協議制常任委員会『労使関係白書』を発表。
経営アカデミー開講。

1967 年 日本生産性本部の「賃金白書」発表。
1970 年 生産性年間の開始。

　　　　出所：日本生産性本部（1965），（1985a），社会経済生産性本部（2005）。
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Ⅳ　「相互信頼」の形成過程

1　労働部の活動

生産性本部設立直後，労使関係に関する事業は
業務部で行われていたが，業務内容が拡大したた
めに，生産性本部設立から 3 年後の 1958 年に，
労使関係に関する事業を行う独立部門として労働
部が設置された。「生産性三原則」は労使関係に
密接に関係していたにもかかわらず，労働部のメ
ンバーの多くは労働省出身の初代部長を除いて労
組や企業の人事労務管理部門出身者ではなく，む
しろ団体職員からの転職者や経営学・心理学を専
攻した新卒者が多く 23），労働運動や労使関係に
強い関心のあるものは少数であった。

労働部の主要事業は，以下の 3 つに分けられる
（表 2 のⅡ．労使関係近代化の①②③参照） 24）。第一
は，委員会の運営である。その嚆矢は，労働者・
使用者・官僚・学識経験者が参加して 1957 年 11
月に設置された「労使協議制常任委員会」であっ
た 25）。労働部は，後述する全国労働組合生産性
企画実践委員会（全労生）の運営にも協力した。

第二は，労働者を対象とした教育講座の運営であ
る。労組幹部対象の事業として 1960 年に開始さ
れたのが生産性労働大学である。また，青年労
働者対象の事業として 1964 年に発足した生産性
青年教育委員会による生産性青年教育があげられ
る。第三は，労組員による視察団の運営である。
国内企業への視察団は 1956 年に実験的に開始さ
れた後，1961 年度から本格的に実施された。海
外への視察団は 1964 年度まで国際部が運営して
いたが，翌年度から労働部が運営を担当した。

生産性本部は財団法人であったものの，中小企
業部によるコンサルタント事業，業務部（後に経
営開発部）によるトップ・マネジメント・セミナー
などのセミナー事業，国際部による海外視察団派
遣事業，出版部による出版事業などでは収益を
あげることを求められていた。しかし，労働部の
事業はいずれも収益性よりも労使間における「相
互信頼」の形成を実現することが重視されてい 
た 26）。以下で，各事業の具体的内容と，それら
が「相互信頼」の形成に果たした機能を検討しよ
う。

表 2　 日本生産性本部の活動

活動内容 開始年次
Ⅰ．経営開発 （セミナー方式による経営教育） 1955

Ⅱ．労使関係近代化

①労使関係委員会 労使協議制常任委員会 1957
労使関係懇談会 1959

②労使関係生産性教育
労使関係教育委員会 1960
生産性労働大学 1960
生産性労働大学通信講座 1960

③労働関係交流計画
国内技術研修 1955
日米人物交流計画 1955
その他 1955

④労使関係指導相談 1960
⑤全国労働組合生産性企画実践委員会 1959
⑥労働関係生産性研究会 1959
⑦その他 労働関係資料講読会 ―

Ⅲ．中小企業指導
中小企業原価計算委員会 1958
経営指導 1955
経営計算センター 1964

Ⅳ．海外技術交流 海外視察団の派遣 1955
アジア諸国との技術交流 1955*

Ⅴ．視聴覚活動 1955
Ⅵ．広報及び出版 1955
Ⅶ．生産性研究 1955
Ⅷ．普及組織活動 1955

　　　　　* ただし，活動が活発化したのは，1961 年のアジア生産性機構（APO）設立後。
　　　　　 出所：日本生産性本部『昭和 39 年度 事業報告書』）をもとに作成。
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2　具体的介入

（1）協議の場の設置
労働部が実際に行った労使関係への介入にはい

くつかの手法があるが，そのうち，労使関係や生
産性運動に関わる意見を集約し，労使協議が行わ
れる中立的な「場」を提供したのが委員会活動で
あった。労働部が設置した各種の委員会は，単に
労使双方にとって権威のある意見集約の場であっ
たのみならず，労使交渉の新しいツールである労
使協議制の普及にも関与しており，その意味では
啓蒙・宣伝の機能も果たしていた。ここでは，代
表的な委員会として労使協議制常任委員会を取り
上げる。

生産性運動の基盤として相互信頼的労使関係を
位置付けると，労使関係を形成する具体的な仕組
みは労使協議制になる 27）。実際，国際労働機関

（ILO）は，1952 年に「企業における使用者と労
働者との間の協議および協力に関する勧告」を発
表し，労使協議制の創設を求めていた 28）。また，
生産性本部の初代専務理事を務めた郷司浩平は，
生産性本部設立前の 1953 年にヨーロッパを訪問
して労使関係や生産性運動について調査を行い，
労働者の経営参加と労使間の相互信頼に基づく労
使関係の確立の必要性を提起していた（中村・伊
藤・原編（1971））29）。そのため，生産性本部では，
労使間の協議を促進する装置を置くことが急務と
考えられた。1956 年 11 月には，「生産性協議会
に関する特別委員会」が準備組織として発足し，
さらに，それを母体として，翌年 11 月に労使協
議制の普及を図る「労使協議制常任委員会」が発
足した。

対立基調にある労使双方の信頼を得て，権威を
認められる組織となるためには，「場」の中立性
の確保が鍵の 1 つとなる。1956 ～ 1969 年の委員
会メンバーを見ると，労働省職員などの官僚，研
究者，新聞記者など第三者が中心であり，現役
経営者と労組リーダーは 1957 年から参加（使用
者側：永野重雄，労組側：古賀専）している。この
第三者をメンバーの中心に据えた中立性の確保に
よって，労使協議制の具体案が説得力を持つよう
にした 30）。

労使協議制常任委員会は，上述した ILO の
1952 年勧告を踏まえつつ，労使協議に関するタ
イムリーなテーマを多く取り上げ，国内企業の実
態調査や労使双方の意識調査を行った。また，ド
イツの共同決定法のような欧米企業の労使協議制
の実態も調査し，日本の労使協議制のあり方を
考察する際の参考資料とした（中山（1972））。調
査の結果は委員会で報告され，メンバー間の共通
理解を深めるとともに，活発な意見交換が行われ 
た。委員会の成果は，報告書によって公刊され，
労使協議制の紹介，普及の一環となった 31）。こ
うした成果に基づいて労使協議制常任委員会が
1964 年 5 月に発表した，「企業内に於ける労使協
議制の具体的設置基準案」（基準案）は，中立的
な立場から書かれた一種の協約モデルとして，実
際の労使協議制設置に際して労使双方の拠り所を
提供した 32）。

もう 1 つの常任委員会の特徴は，団体交渉と労
使協議制を明確に区別している点である 33）。郷
司浩平は，「団体交渉と違って，労使協議制とい
うのは，労使が何らかの願いを持ってそれを実現
させるためにお互いに知恵を出し合う，力を出し
合う。そういう場としてある。· · · · · · 制度を法制化
することによって，実施することを義務づけるよ
うな性格のものではない」34）として，団体交渉
と労使協議制の理念としての違いを強調した。さ
らに，生産性運動に賛成していた総同盟加盟労働
組合を抱える中小企業では，労使協議制といえば
事前協議が中心であったが，常任委員会では「経
営参加の一つの大きな仕組み」であるとして違い
の理解を求めた 35）。

（2）合理化から生産性向上へ
労働部の活動の 2 つ目の柱は，「生産性」とい

う概念の転換にあった。戦前は生産性が産業合理
化，ひいては経営者による搾取の手段や労働者の
首切りと同義と見られがちであった。そして科学
的な経営手法の導入なども，労働者を痛めつける
手段として「合理化」と関連づけられて批判さ
れていた 36）。前述のとおり，多くの労働部員は，
元々は労使関係に関心が低い経営学や心理学の
バックグラウンドをもった人材であり，こうした
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生産性概念への歴史的な偏見に対して新たな視点
から取り組むことができた 37）。そのため，労使
のどちらの側に偏ることなく，生産性向上が双方
にとって利益になることを労働部の活動の中で示
すことができたのである。

そうした活動の 1 つが労使協議制常任委員会で
あり，そこでは本当の意味で生産性を向上するに
は労使関係の安定が必要なことを強調した。具体
的には，一連の実態調査などの情報を活用して，
対立的労使関係にある場合と労使協議制を導入し
た場合を科学的に比較分析すると，後者の方が高
い経営パフォーマンスをあげることを説得して
いった 38）。そうした調査の分析を労組と経営側
双方に公表していくことで，議論を合理化から生
産性向上へと誘導していったのである。

また，こうした労使間の情報共有の推進を図る
手段として，労働部が編纂する「労働統計」の公
刊が進められていったことも重要である。1958
年には『生産性統計』が刊行され，これが後に

『活用労働統計』として労使交渉の場における中
立的で科学的な基盤情報となった。双方が信頼で
きる情報を媒介として生産性向上に関する議論が
出来るようになった意義は大きい 39）。

この合理化から生産性向上への議論の転換に重
要な役割を担ったもうひとつの委員会が，全国労
働組合生産性企画実践委員会（全労生）である。
これは，原則的には労組の自主的な集まりである
が，日本生産性本部の労働部が事務局として協力
していた。労働部の最初の大きな仕事であり，生
産性運動の理解を深めた装置となった。前述した
とおり，当時，総評を中心に生産性運動に対す
る激しい反対があった。それは裏を返せば，「生
産性」概念への理解において，労使間ではもちろ
んのこと，労組の間でも違いが存在したという
ことでもあった。そのため労組として生産性に関
する広範な議論をしていく必要性があったのであ
る 40）。

全労生の母体となったのは，1958 年に開催さ
れた全国労組生産性討論集会（実行委員長：古賀
専）であった 41）。この集会は 250 万人（うち総 
評・中立系 150 万人）が参加した大規模なもので
あった。この集会を受け，1959 年 4 月に，総同

盟の古賀専を委員長として，全労，総同盟，その
他中立系の労組が参加した全労生が発足した。全
労生は，中央組織のみならず地方組織も拡大して
いったが 42），その皮切りとなったのは 1959 年 4
月発足の関東地方労組会議（関東労生，代表：原
虎一）であった。さらに 1962 年 10 月，第一回の
生産性中央討論集会（テーマ：技術革新と今後の労
働運動，参加者 1150 名〔総評 35％，同盟 25％，中
立 40％〕）を開催すると，それを受けて「生産性
移動セミナー」を開始し，地方集会へと展開して
いった 43）。

全労生は，まず生産性運動に協力する労組の組
織化を優先したこともあって，総同盟系の産別労
組中心に参加が進んでいった 44）。それに対して，
生産性運動に反対の立場を表明していた総評傘下
の労組は，全労生への参加が全般的に遅れた。
1967 年には，畠山恵次郎（総評：鉄鋼労連副委員
長）が総評加盟民間労組としてはじめて参加した
が，総評系官公労は 1985 年になってからの参加
であった 45）。

総評以外でも，産別労組の中で生産性運動に対
する協力派と反対派があっただけではなく，協力
派の中でも労使協議と団体交渉との関係について
全労系（団体交渉と労使協議分離）と総同盟系（事
前協議中心）の間で意見対立があった 46）。こうし
た意見対立などを抱えながらも，発足 10 周年の
1968 年には全国労働組合生産性会議に名称変更
した全労生は，議論を積み重ねることで徐々に生
産性運動，労使協議制に関する労組の会議として
発展した。

合理化から生産性向上への意識改革に貢献し
た 3 つ目の活動は，労働運動関係の視察団の組織
である。この視察団には，海外視察団と国内視察
団の 2 種類があった。前者は，元々は米国政府が
日本の労働運動の近代化を目的として 1956 年に
導入したものであったが 47），1962 年に日米技術
援助協定による海外視察団への米国政府補助が
終了するとともに日本生産性本部内の運営業務が
国際部から労働部へ移管され，日本生産性本部独
自の活動へと変化した。後者は，1956 年 9 月に
開始されたもので，「海外視察団の日本版」とし
て 48），労組幹部の参加を募り，基本的に日本に
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おける労使協議制の実態を視察し，視察先の賃
金，成果配分，安全衛生など多様な項目を見学し
ている 49）。

海外視察団では，海外の労使関係の実態などを
視察したほか，科学的経営管理が導入された結果
としての生産性向上を目の当たりにすることも重
要であった。労組向けの視察団では単組所属の参
加者が過半を占め，総評系であっても単組として
の参加が早い段階から実現していた 50）。労働省
の資料によれば，1955 ～ 1961 年度に海外視察団
に参加した労組指導者 856 名のうち，総評系労
組からの参加者数は 175 名と約 20.4％を占め，中
立系労組からの参加者数 168 名をわずかに上回っ
ていた 51）。また，労使双方が組織した視察団も
1963 年から開始され，労使で同じ情報を共有し，
ともに学習する機会の提供が図られた。

国内視察団は，1961 年度から実施が本格化し
たが 52），視察団参加者の派遣元は金属産業や出
版業の労組が中心であった（表 3）。視察先は関西
や中部を中心とした電力企業であることが多く，
講座（座学）では分かりにくい労使協調，科学的

経営手法導入の現場における生の意見や情報，職
場の雰囲気を肌で知ることが可能となった。

さらに，国内視察団で視察先となった企業から
労使協議制をうまく取り込んだ「モデル企業」を
選び，それらの企業の状況を資料集としてまと
め，冊子化した 53）。労使がペアになって視察を
行うにあたり，情報の共有を促進するための手段
として開発されたものである。そして，それによ
り視察を確実に学習の場とすることも可能であっ
た。また，こうした日本生産性本部の海外，国内
双方の視察団の参加においては，事前学習の実施
などによる団員間のコミュニケーション醸成が重
視されており，視察終了後も団員間でネットワー
クが維持されていた 54）。

（3）　労使関係教育
1959 年 7 月，労働部は労組幹部を対象とした

合宿教育である「生産性労働講座」を熱海で開催
した。「現代経営と労使関係」をテーマとしたこ
の講座は，労組幹部に経営学，IE（インダストリ
アル・エンジニアリング）を学んでもらうという

表 3　労働関係国内視察団・派遣

視察団名 団員数 出発年月日 到着年月日 視察地域 視察項目

第一回化学産業生産性労使関係 19 610523 610526 静岡・中部 労使関係の歴史，労使協議制，賃金，生産性向
上の方策，福利厚生

静岡県中部地区労働組合生産性 7 610626 610629 関東 福利厚生活動，技術革新に対する方策，教育訓
練，苦情処理の実際

第一回金属産業生産性労使関係 17 610710 610712 東北 労使関係の歴史，労使協議制，賃金，生産性向
上の方策，福利厚生

印刷産業生産性労使関係 17 610716 610719 関西 労使関係の歴史，労使協議制，賃金，生産性向
上の方策，福利厚生

神奈川県労働組合生産性 10 610822 610824 関東 労使協議制，賃金制度，苦情処理制度，労働時
間短縮

千葉県労働組合生産性 12 610828 610903 関東，中部，
関西

労使関係の歴史，労使協議制，労働協約と労使
関係，生産性向上と労働時間短縮，福利厚生

中小企業人間関係管理生産性 15 610831 610906 関西，中部 人間関係管理

第二回化学産業生産性労使関係 13 611009 611013 東北 労使関係の歴史，労使協議制，賃金，生産性向
上の方策，福利厚生

第二回金属産業生産性労使関係 15 611015 611019 中国 労使関係の歴史，労使協議制，賃金，生産性向
上の方策，福利厚生

新潟県労働組合生産性 9 611016 611020 関東 労使協議制，賃金，生産性向上と労働協約，福
利厚生施設

埼玉県労働組合生産性 11 620207 620210 静岡・中部
生産性向上運動の実際，生産性と賃金，技術革
新の実際，労使協議制の実際，安全衛生，教育
訓練

清水地区労働組合生産性 9 620212 620215 中部 技術革新に伴う労使関係上の問題処理
長野労働組合生産性 10 620305 620308 関東 成果配分，労使協議制

遠州地区労働組合生産性 13 620312 620315 関東 生産性向上の実際，成果配分の実際，労使協議
制の実際

関東地方労働組合幹部生産性 8 620316 620331 関東，中部，
関西

設備更新に伴う生産性向上と労使関係上の問題
処理の方法

出所：日本生産性本部『昭和 36 年度　事業報告書』より作成。
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当時としては非常に珍しいものであったが，運営
を労組任せにしたところ昼間の飲酒や無断欠席が
相次いでしまい，十分な教育効果をあげられな
かった 55）。そこで翌年，労働部が積極的に運営
に関与した「生産性労働大学」の講座を新たに開
始することにした。労組幹部を対象とした労働大
学講座では，規律が非常に厳しい国立中央青年の
家や高野山の宿坊などを合宿所とし，早朝から深
夜まで経営学，経済学，財務諸表分析，IE など
の総合的な講義と討議が行われた 56）。参加者は
講義と討議を繰り返す過程で企業経営に関する知
識を理解し，それらを自らの所属単組や企業で報
告，普及させていった。1965 年からは客観的な
労働統計である『活用労働統計』に基づいた講義
も行われるようになった 57）。

労使関係教育をさらに充実させるため，1961
年には個別のテーマを設定した専門講座（コー
ス），さらには通信講座も開始された 58）。一例を
あげれば，賃金専門講座では，金子美雄等が講師
を務め，賃金体系，賃金決定メカニズムなどの講
義をとおして賃金が労使の力関係だけで決まるの
ではないということを労働者が理解するようなカ
リキュラムが組まれた。通信講座は，労組幹部を
対象とした労働大学や専門講座に参加できない労
働者へ教育対象を広げるために設けられた。生産
性に関する総合講座だけでなく職務分析や IE の
専門講座が開講された。通信講座は将来の幹部候
補生に対する教育機会を求めていた企業・労組双
方のニーズと合致したため，初期の総合講座では
1,000 名以上，専門講座では 800 名以上の受講が
あった。中山伊知郎，藤林敬三など当時の主要な
社会科学者が執筆したテキストは難解であり，受
講対象者を青年層に拡大することは困難である
という限界もあったが 59），労働部が中心となり，
普及版の簡易なテキストや冊子を通じて考え方の
浸透をはかった。

これらにくわえて，地方生産性本部や産業別
労組，さらには企業の要求に対応して，地方別・
産業別・職種別の講座（コース）も開講された。
1962 年度を例にあげると，労組員対象のものと
して全国労組専従書記コース，産業別労組幹部教
育コース，地域別労組幹部教育コースが，労使双

方対象のものとして生産性労働大学労使関係講座
が，企業の労務担当幹部対象のものとして労働関
係管理講座があった 60）。労働大学講座を含めた
各講座の参加者を募集するにあたり，労働部は産
別やナショナルセンターの区別なく全国数千の単
組に案内を出したため，労働大学にはナショナル
センターとしては生産性運動に反対していた総評
系の単組も参加した 61）。労働大学講座や各講座
の修了者は「さわらび会」という同窓会組織を結
成し，終了後も研究会等を継続した 62）。

1960 年代半ばになると，労働部はこれまで教
育対象外であった青年層の教育にも進出した。そ
の背景として，3 点指摘できる。第一は，労働部
自身が将来の生産性運動の推進者を養成すること
に新たな事業機会を見出したことである。当時の
青年教育は文部省や総理府が主体であり，企業で
働く青年労働者を対象とした教育は，未開拓の分
野だったからである 63）。第二は，1960 年代半ば
に顕在化してきた労働力不足に対応して企業が青
年層の定着率の向上に取り組み始めたこと，そし
て第三は，企業で実施する新入社員教育と監督者
教育との間に教育のブランクが存在していたこと
である 64）。

1964 年，第 1 回の生産性青年教育が行われ 
た 65）。20 歳代の労組青年幹部層を対象として，
従来の教育と同様に合宿形式が採用された。表 4
に示されるように，青年幹部教育のカリキュラ
ムには，生産性運動や日本経済に関する講義と討
論はもちろんのこと，未来学者の坂本二郎による

「21 世紀の社会と青年」といった講義があった。
また，心理学の研究者を講師として「青年のリー
ダーとしてのあり方」に関する講義と討論も行わ
れた 66）。このように参加者たちが合宿先で講義
を受け，夜半まで討論を重ねた結果，参加者の間
で強固な仲間意識に裏打ちされた企業・労組の垣
根を超えたネットワークが形成された。1965 年
には，青年教育修了者が「動輪」という同窓会組
織を立ち上げ，定期的に生産性運動や職場での諸
問題について研修をしたり，国内視察団を組織し
たりすることで，知識を深めるようになった67）。

教育活動の推移を数量的に確認しよう。表 5
を見ると，合宿・夜間講座の開講・参加者数は
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1960 年代半ばにピークがあり，その後やや減少
しているものの，通信講座の参加者数は 5.7 倍

（1965 ～ 1970 年度），青年幹部教育のそれは 7.4
倍（1964 ～ 1970 年度）に拡大していたことがわ
かる。また，1970 年度までの開講数の累計は，
労働大学で 59 回，青年幹部教育で 43 回に達し 

た 68）。教育活動は，その対象者層を変えながら
継続，拡大していったのである。

このように，労働部の教育活動は参加者に生産
性運動の考え方を普及させることが目的であった
ものの，労働部が教育活動を通して生産性運動へ
の参加のメリットを直接訴える形式というより

表 4　生産性青年教育のプログラム（1968 年）

月日 8 時 9 12 13 15 16:40 19 21

8 月 12 日 入所，
受付 オリエンテーション 夕の集い，

夕食
グ ル ー プ 討 議

「私の職場の問
題点」

8 月 13 日 朝の集い，
朝食

全体
討議

講義「生産性の
理念と青年の役
割」松尾昭二郎

（日本生産性本
部）

昼食
講義「21 世紀の
社会と青年」坂
本二郎（一橋大
学）

スポーツ 夕の集い，
夕食

フ ィ ル ム・
フォーラム「職
場 の チ ー ム・
ワーク」

自習

8 月 14 日 朝の集い，
朝食

全体
討議

講義「日本経済
の動向と今後の
労使関係」大場
鐘作（サンケイ
新聞）

昼食

講義「現代青年
のバイタリティ
と自己啓発」青
木武一（共同石
油）

スポーツ 夕の集い，
夕食

グ ル ー プ 討 議
「わが社におけ
る労使関係」

自習

8 月 15 日 朝の集い，
朝食

全体
討議

記念講演「科学
技術の発展と将
来」崎川範行（東
京工業大学）

昼食 構外研修とレクレーション 夕の集い，
夕食

グ ル ー プ 討 議
「生産性運動に
いかに取り組む
か」

自習

8 月 16 日 朝の集い，
朝食

全体
討議

講 義「 産 業 民
主々義と福祉国
家」吉田忠雄（明
治大学）

昼食
「産業民主々義
と福祉国家」そ
のⅡ

スポーツ，
キャンド
ル・サー
ビス説明

夕の集い，
夕食

キ ャ ン ド ル・
サービス「明日
への誓い」

自習

8 月 17 日 朝の集い，
朝食

全体
討議

講義「生産性運
動と近代的労使
関係」深沢敏郎

（日本生産性本
部）

総合
評価，
閉講式

注：開催場所はオリンピック記念青少年総合センター（東京）。
出所：日本生産性本部「第 22 回生産性青年教育のしおり」より作成。

表 5　生産性労働大学，青年教育受講者数

区分 年度 1960 1965 1970

合宿・夜間講座

労働大学 開催数 3 7 5
参加者数 191 430 242

専門講座 開催数 1 15 7
参加者数 68 777 341

地域別講座 開催数 20 14
参加者数 1,035 649

その他講座 開催数 1 3
参加者数 84 226

通信講座 新規受講
申込者数

理論課程 1,317 715 334
技術課程 862 178 81
全課程 636
初級 8,281

青年教育
幹部教育 開催数 2 1 16

参加者数 120 61 888

委託教育 開催数 10 202
参加者数 411 8,238

 注 1：通信教育の 1960 年度は 1961 年度，青年教育の 1960 年度は 1964 年度の数値。
 注 2：通信講座の全課程とは，理論課程と技術課程を両方受講する課程。
 注 3：青年教育の委託教育については，「（4）個別企業の労使関係」の記述を参照。
 出所： 日本生産性本部『昭和 35 年度　事業報告書』，『昭和 40 年度　事業報告書』，

『昭和 45 年度　事業報告書』より作成。
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も，経営学や心理学などのカリキュラムを盛り込
むことで，参加者が中立的な理論やデータに基づ
いて生産性運動の必要性を納得するような形式が
採用されていた。また，労働部は生産性運動に賛
成する同盟系労組だけでなく総評系労組の労働者
にも参加を呼びかけたり，労組幹部層から青年層
まで幅広い年齢層に対応した講座を開設したりす
ることで，参加者の裾野を広げていた。

（4）個別企業の労使関係
青年教育は，労働部や参加者を送り込んだ企

業・労組の意図を超えて生産性運動の普及に貢献
した。まず，参加者自身が各自の勤める企業で生
産性運動の普及の先頭に立つようになった。印刷
所の新藤写真製版の事例から見てみよう。同社は
月 200 時間の残業が行われるなど労働条件が劣悪
であったことにくわえて，労組は共産党の日本
民主青年同盟（民青）の影響が強く，残業拒否や
サボタージュが横行していた。1965 年に会社派
遣で青年教育を受講した久保野氏は，「生産には
協力を，配分には対立を」という生産性運動のス
ローガンに共鳴し，受講後に労組書記長となっ
て生産性運動の普及活動を開始した 69）。ただし，
青年教育の受講者が企業で生産性運動を普及させ
ることが困難な事例もあった。東武鉄道労組（総
評系の私鉄総連の主要労組のひとつ）の組合員であ
り人事部労働課員でもあった長谷部氏は，1964
年に青年教育を受講した。後に長谷部氏は労組と
の交渉時に生産性向上によるメリットを主張した
が，労組の抵抗に遭い生産性運動の考え方は普及
しなかった 70）。

こうしたことは，労働部の活動に新たな展開を
もたらし，青年教育を契機として，労働部が個別
企業への労使関係に直接立ち入って生産性運動の
普及を開始していくようになった 71）。労働部に
よる教育活動が労働大学から青年教育へと拡大し
ていくにつれて，個別企業からその企業に特化し
た教育（委託教育）を行って欲しいというニーズ
が増加してきたのである。その嚆矢のひとつが，
1965 年に行われた紙パルプ産業の本州製紙富士
宮工場の委託教育であった 72）。紙パルプ産業の
労組（紙パルプ労働組合連合会）は総評左派労組の

ひとつであり，企業側はストライキによる生産停
止を問題視していた。また，青年層が独身寮を拠
点に閉鎖的なコミュニティを形成し，企業の人事
労務担当者はおろか労組幹部までもが独身寮居住
の青年層を管理できなくなっていた。そこで労働
部は，青年教育受講者とコミュニケーションを取
り，彼らを足がかりに企業内に青年教育を制度
化していった 73）。これまでの教育活動と同様に，
委託教育でも合宿形式がとられ，主要国の失業
率や総生産額などを使用して日本経済の現状を解
説し，生産性向上の必要性を理解させるカリキュ
ラムが組まれた 74）。前掲した表 5 に見るように，
実施初年度の 1965 年度には 10 回，411 名であっ
た委託教育は，1970 年度には 202 回，8238 名と，
約 20 倍に拡大した。また，表 6 によれば，対象
産業は，化学工業，金属工業といった製造業だけ
でなく，日本航空や西武百貨店などの企業にも拡
大していった 75）。なかには，鐘淵化学のような
総評傘下の合化労連加盟労組も含まれていた76）。

委託教育は企業側から委託を受けて実施された
ため，企業や生産性運動への条件付協力を表明し
ていた同盟系（全労系，総同盟系）労組に有利な
教育をしているのではないかという労働者からの
批判も考えられた 77）。それゆえ，委託教育にあ
たって労働部は「総評だろうが同盟だろうが，生
産性が上がらないかぎり，労働者には還元されな
い」という中立的な姿勢を示していた 78）。こう
した姿勢が労組側の委託教育，そして生産性運動
への警戒感を緩和し，紙パルプ産業の労使が開催
した紙パルプ産業政策会議のように労使が同じ
テーブルについて産業政策を議論する産業も現れ
るようになった 79）。

また，委託教育は，経営側に対しても労使協
調や職場の民主化を推進する利点を説明してお
り，少なくとも労働組合への敵対意識を排除して
いった 80）。リーダーの育成という労使双方が協
力する企業内教育への道を開いていったとも言え 
る 81）。このような経営者や管理職への教育が行
われることで，労働組合への教育もさらに展開し
ていった。
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Ⅴ�　結─中立・コミュニケーション・
啓蒙

本稿では，日本における相互信頼的労使関係の
形成過程を生産性本部の組織オーラルヒストリー
を中心に分析してきた。労使の協力関係が生産性
を高めるという因果関係は戦前から労使双方に認
識されていたが，成果の分配に関して労働組合の
不信感は強かった。生産性運動の具体的な活動
は，このような不信感を埋めるために行われた。

高度経済成長期の日本では，産業競争力を高
め，経済的自立を目指すために，生産性の向上と
労使関係の安定を実現させることが基本命題で
あった。生産性運動は，ILO 勧告などの国際動
向を意識しながら国民運動として位置づけられて
きた。日本生産性本部は，労使関係の対立から協
調への移行を推進した。具体的には，労使協議制
を中心とした従業員の「参加」を促す仕組みを導
入することが目標であったが，協議の場が機能す
るために相互信頼関係が必要であり，日本生産性
本部は，そのために多くの具体的介入を行ってき
た。それらの介入の特質は，次の 3 点にまとめる
ことができる。

第一に，協議の場を設計するには，労使どちら

の側にも立たない「第三者的な中立」を作る必要
がある。もちろん，ここではこの中立が真に中立
であったかどうかは問わない。この中立である
という納得性が多くの労組から得られていたかど
うかが重要であろう。中立という立場の形成に際
して日本生産性本部が使ったのは，「科学的」や

「実証的」という立場であった。具体的には，意
見の押し付けよりも調査結果の共有や視察団によ
る観察による説得が行われた。

第二に，信頼構築の前提としてコミュニケー
ションの頻度が高められた。新聞などのメディア
や委員会における話し合いは，経済団体とナショ
ナルセンターの間だけではなく，個別企業別労組
の間でも視察団や委員会を通じたコミュニケー
ションが生まれた。さらに労使協議制は企業内の
コミュニケーションツールとして機能していたと
言えよう。

第三に，生産性本部は啓蒙の役割を重視してい
た。労組員向けに行われた教育活動は，最初はユ
ニオンリーダーに対して行われたが，徐々に一般
従業員に対しても行われた。生産性運動に対する
不信感の源泉は現場に根ざしたものであり，信頼
のためには一般従業員までも説得する必要があっ
た。この具体的教育内容についても，常に「客観
的な」情報を公開する形で行われたことが説得度

表 6 委託教育企業の一覧（1970 年）

企業名 開催数 企業名 開催数
日本国有鉄道 24 東洋鋼鈑 4
日本航空 19 日新製鋼 4
日東化学工業 16 池貝鉄工 3
日本水産 13 井関農機 2
日特金属工業 11 東北振興化学 2
小野田セメント 10 日本電設 2
徳山曹達 10 福岡製紙 2
トピー工業 10 鹿島メラニン 1
聯合紙器 10 沢藤電機 1
味の素 9 住友重機械 1
日本ゼオン 9 東洋エチル 1
国策パルプ 8 日本鉱業 1
東洋曹達 7 北越製紙 1
本州製紙 6
西武百貨店 5 紙パルプ産業 4
日本化学工業 5 生産性婦人教育 1

注 1：同じ企業で対象者が異なる場合があるが，すべて合算した。
注 2：聯合紙器とレンゴーは同じ企業と見なして合算した。
出所：日本生産性本部『昭和 45 年度 事業報告書』より作成。
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を高めたと言えよう。
対立的な労使関係を相互に信頼できる関係に変

えるには，労使どちらかの立場が強くなるだけで
は難しい。たとえば，経営がその立場を強く主張
すればするほど，労働組合側の不信感は強くなる
と言える。それゆえ，できる限り中立的であり，
コミュニケーションを増やし，個々の一般従業員
への説得が必要とされたのである。もちろん，こ
れらの取り組みも真に中立的であったとは言えな
いが，少なくとも対立的労使関係という緊張感の
中で一つの橋頭堡を築いたと言えよう。むしろ，
1970 年以降，徐々に安定的な労使関係に変わる
中で，中立性や深い協議も形骸化したとも考えら
れる。中立的立場の確保のために強調された「科
学」も「実証」も，労使関係が安定してくれば，
経営手法の中に位置付け直されたと解釈できる。
しかし，1970 年以降の労使関係の変化について
は，本稿で使用したオーラルヒストリーだけでは
足りない。今後の研究課題としてヒアリング調査
を実施したい。

謝辞：本論文の学術的意義，特に方法としてのオーラルヒスト
リーの有効性を高く評価して戴き，適切かつ専門的なコメン
トをくださった査読者の方々に心より感謝を申し上げたい。

 1）  機会主義の問題については，Williamson（1975）の理論を
参照。

 2）  1919 年に，社会政策の調査研究，争議の調停，職業紹介
事業などを行う協調会が結成され，経営家族主義や労使一体
論が根強い財界に対して，労働者の権利をある程度認めたう
えで労使の妥協点を探る協調主義が標榜された。協調会研究
としては，梅田・高橋・横関（2004）が代表的である。

 3）  戦時体制下の労使関係，特に産業報国会（産報）の展開が
戦後の労使関係に与えた影響については，多くの先行研究が
ある。大河内（1971）等では，企業内に作られた産報の「組
織」と戦後の企業別労組との類似性が指摘されており，戦後
の労組が産報を母体として成立したことが示唆されている。
しかし，氏原（1950）や氏原・萩原（1979）ではこの学説
は実証的には根拠が薄いとされている。西成田（1988：第 6
章）も，産報は戦時中から有名無実化しており，産報に対す
る経済的反抗が終戦後に引き継がれたと指摘した。一方，三
宅（1991）は，産報が従業員にもたらした組織的体験が終戦
後に活かされたとしている。なお，Okazaki（2006）によれ
ば，産報の効果を統計的に分析した結果，1941 年前後まで
労働争議参加率を低下させ，少なくとも 1942 年まで労働生
産性を高める効果を持っていた。

 4）  個別企業内における職員・工員間の身分差撤廃運動につい
ては，南雲・梅崎（2007）等を参照。

 5）  経済同友会の企業内民主化と経済復興会議については，岡
崎・菅山・西沢・米倉（1996）や中北（1998）等を参照。

 6）  佐々木（1998）によれば，日本規格協会は日本工業規格
（JIS）の制定と普及を，日科技連は品質管理講座やデミング
賞創設などによる品質管理（QC）運動の推進を，全日本能
率連盟は能率上昇や科学的管理にかかわる民間組織と準公共
的性格を持つ団体との連携を行う組織であった。

 7）  さらに詳しく方法論について知るためには，梅崎（2012）を
参照してほしい。なお，海外の研究動向については，Thompson

（2000），Yow（2005）が詳しい。
 8）  日本における近年の研究動向については，御厨（2002），

御厨編（2007）等が詳しい。
 9）  方法論批判の整理については，梅崎（2012）を参照。ま

た，Thompson（2000）による研究史の整理が参考になる。
 10）  「羅生門問題」とは，複数の証言者の発言が食い違う様が

描かれた，黒澤明の映画『羅生門』（原作は芥川龍之介の
『藪の中』）から名付けられた。詳しくは，佐藤（2002）等参
照。

 11）  清水（2003）を参照。
 12）  労働史におけるオーラルヒストリーについては，梅崎

（2012）が詳しい。
 13）  生産性運動の開始から日本生産性本部の設立へと至る経緯

については，中北（1998）が詳しい。
 14）  生産性本部設立時の職員であった佐々木民三郎氏によれ

ば，中山伊知郎（一橋大学）が労使の協力をうたった三原
則の策定を主導したという（政策研究大学院大学（2005），
pp.41-42）。以下，政策研究大学院大学はGRIPSと略記する。

 15）  海外技術交流の中心となった海外視察団の派遣に関する
オーラルヒストリーとして，GRIPS（2003b），島西・森・戸
田・梅崎（2007a，b），島西・森・梅崎（2007）がある。

 16）  「総同盟：第 2 回中央委員会決定：生産性向上運動に対
する総同盟の態度（1955 年 6 月 24 日）」（大河内編（1966）
p.308）。

 17）  「総評：生産性増強に対する基本的態度（1955年3月14日）」
（大河内編（1966）,pp.306-307）。総評は生産性向上が失業を
増加させるとも主張していた（GRIPS（2005），pp.41-42）。

 18）  協力派の代表であり，全労生の委員長であった古賀専も
「労働者の素朴な不安や疑念を解消し納得させることは容易
ではなかった。（中略）生産性とか，技術革新という言葉は
説明を必要としない時代にはなったが─そのことだけでも
大きな意義がある─労働者はいぜんとして十年前と同じ不
安や危惧から解放されていない」と記している（日本生産性
本部『日本生産性新聞』第 450 号（1965 年 3 月 1 日））。

 19）  井上（1994），p.21。
 20）  『日本生産性新聞』1 号（1956 年 7 月 16 日），2 号（7 月

23 日），4 号（8 月 6 日），6 号（8 月 20 日）に掲載。
 21）  日本生産性本部・生産性研究所（1958）など参照。
 22）  早矢仕（2008），pp.164-173。
 23）  GRIPS（2003a）所収のオーラル対象者の履歴を参照。他

方，労働運動に強い関心を持っていた元職員の中條藏實氏
は，元労働部部長の深沢敏郎氏の勧めもあって総同盟の事務
局に転職している。中條藏實氏のオーラルヒストリー（以下，

「中條オーラル」のように表記）（梅崎（2005））を参照。
 24）  本稿では，労働部設置以前の業務部による労使関係に関す

る事業も含める。
 25）  設立当初の労働部は，労使協議制常任委員会の実施部門と

いう位置づけであった（GRIPS（2005），p.51）。
 26）  日本生産性本部の中でも，労働部以外の部署や本部所属

の経営コンサルタントは，労使中立的と言うよりも経営側
に立っている（鍵山オーラルによる）（梅崎・八代・南雲

（2008））。
 27）  日本生産性本部（1993），pp.18-20。
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 28）  日本生産性本部（1985），pp.52-54。同書によれば，1952
年の勧告は 1944 年の ILO フィラデルフィア宣言で提起され
た，生産性向上のための労使間の協力を具体化する規範とし
て示された。

 29）  このとき，郷司は経済同友会常任理事を務めていた。西ド
イツでの経営参加に関する調査については，経済同友会編

（1956），pp.346-350 にまとめられている。
 30）  GRIPS（2003a）第三巻，pp.136-149 は，生産性本部の資

料をもとに，1951 ～ 2000 年の歴代の労使協議制常任委員会
の委員名簿を掲載している。前田オーラル（梅崎（2005），
pp.258-259）も参照。

 31）  初期の主要報告書タイトルは日本生産性本部（1985b, 
pp.388-389）を参照。GRIPS（2003a）第二巻，p136，前田
オーラル（ 梅崎（2005），pp.248-249）も参照。

 32）  日本生産性本部編（1975），pp.618-621。
 33）  日本生産性本部（1993），pp.14-17。
 34）  元石オーラルによる（GRIPS（2003a）第二巻，pp.133-

134）。
 35）  日本生産性本部（1993），pp.14-17。総同盟系の労組では，

賃金などを含めたすべての課題を事前協議で議論し，それで
解決できない場合に団体交渉を行うことが一般的であった

（早矢仕（2008），pp.215-218）。
 36）  日本生産性本部（1985a），pp.24-27，『日本生産性新聞』第

451 号（1965 年 3 月 8 日）。
 37）  GRIPS（2003a）参照。
 38）  日本生産性本部（1993），pp.18-20。また，松川オーラル

（GRIPS（2003a）第二巻，pp.170-172）も参照。
 39）  河鍋オーラル（梅崎（2004），p.131），日本生産性本部

（1985b），p.29。
 40）  日本生産性本部『昭和 33 年度　事業報告書』，pp.87-88。

小池オーラル（GRIPS（2003a）第二巻，pp.18-20）も参照。
 41）  日本生産性本部『昭和 33 年度　事業報告書』，pp.176-181。
 42）  宮野（1980），p.85 等参照。
 43）  日本生産性本部（1985b），p.26。
 44）  全労生の各種委員会へ労組からどのように参加が進んだの

かについては，日本生産性本部の事業報告書をもとに作成さ
れた参加者リストを参照されたい（GRIPS（2003a）第三巻，
p.150-174）。

 45）  1982 年，大西三千雄（総評：全日通副委員長），米倉重作
（中立労連：電機労連政策企画部長），1985 年，小島正行（全
電通組織部長）と小森正夫（全電通書記長）が総評系官公
労として初めて参加。荻原オーラル参照（GRIPS（2003a），
p132. ）。

 46）  さらに，総同盟の中にも慎重派は多く，全労生の実行委員
長の古賀は総同盟のなかでも異端視される面がなくもなかっ
たと言われる（井上（1994），p.17，p.21）。また，河鍋オー
ラル（梅崎（2004），pp.124-125）を参照。

 47）  1956 年に初めて組織された労働団体向け海外視察団は 3
つあり，34 名の労組員が参加した。その後，年間 15 団ほど
派遣されている。

 48）  前田オーラル（梅崎（2005），p.259）参照。
 49）  1961（昭和 36）年度以降の各年度の事業報告書の中に，

各視察団の主な視察項目が掲載されている。また，前田オー
ラル（梅崎（2005）p.261）によれば，視察団の帰国後報告
会では，総評系の参加が目標とされていた。

 50）  たとえば，金杉秀信氏（元造船重機労連中央執行委員長）
は総評が生産性運動に反対していた昭和 31 年に所属単組の
代表として第 2 次労働団体生産性渡米視察団に参加している

（GRIPS（2004），pp.135-138）。
 51）  労働省編『資料労働運動史　昭和 43 年』，p.777。これら

にくわえて，総同盟（全労）系が 475 名，その他が 29 名で
あった。

 52）  さらに 1963 年度からは，視察に加え研修方式も導入して
内容の充実を図った（日本生産性本部『昭和 38 年度 事業報
告書』，p.43）。

 53）  前田オーラル（梅崎（2005），pp.260-265）参照。
 54）  島西・森・梅崎（2009）参照。
 55）  以上は，日本生産性本部『昭和 34 年度　事業報告書』，

pp.137 および松尾オーラルによる（GRIPS（2003a）第一巻，
pp.29-31）。

 56）  河鍋オーラル（梅崎（2004），p.127）によれば，労組幹部
への講座では，受講者に経営側と対等に対話できるための経
営分析を身に付けさせることを目標としていた。

 57）  日本生産性本部『昭和 40 年度　事業報告書』，p.16。松尾
オーラル（GRIPS（2003a）第一巻，pp.45-53）および河鍋
オーラル（梅崎（2004），p.131）も参照。

 58）  日本生産性本部『昭和 36 年度　事業報告書』，pp.86-88。
松尾オーラル，萩原オーラルも参照（GRIPS（2003a）第一
巻，p.37，185）。個別テーマとして，賃金，労働時間，財務
分析・財務評価，ME などがあった。

 59）  通 信 講 座 に つ い て は， 松 尾 オ ー ラ ル も 参 照（GRIPS
（2003a）第一巻，pp.53-56）。

 60）  日本生産性本部『昭和 37 年度　事業報告書』，pp.38-41。
 61）  日本生産性本部『昭和 37 年度　事業報告書』，p.38。松尾

オーラル（GRIPS（2003a）第一巻，p.32）も参照。
 62）  『日本生産性新聞』第 451 号（1965 年 3 月 8 日）。
 63）  松尾オーラルによる（GRIPS（2003a）第一巻，pp.105-

106）。
 64）  大中オーラルによる（GRIPS（2003a）第一巻，pp.222-

223）。
 65）  日本生産性本部『昭和 39 年度　事業報告書』，p.34。
 66）  松尾オーラル，大中オーラルによる（GRIPS（2003a）第

一巻，pp.107-108，224）。
 67）  『日本生産性新聞』第490号（1965年12月6日）。大中オー

ラル（GRIPS（2003a）第一巻，pp.234-236）も参照。
 68）  日本生産性本部『昭和 45 年度　事業報告書』，pp.81，93。
 69）  大中オーラルによる（GRIPS（2003a）第一巻，pp.236-

241， 274-278）。
 70）  大中オーラルによる（GRIPS（2003a）第一巻，pp.248-

252，291-293）。
 71）  谷口オーラルによる（GRIPS（2003b）第一巻，pp.15-23）。
 72）  松尾オーラルによる（GRIPS（2003a）第一巻，p.109）。
 73）  松尾オーラルによる（（GRIPS（2003a）第一巻，pp.109-

113）。
 74）  大中オーラルによる（GRIPS（2003a）第一巻，pp.227-

228）。
 75）  表 6 では，日本国有鉄道からの委託教育が最も多い。これ

は，いわゆる「マル生運動」の影響と思われる。生産性運動
における「マル生運動」の分析は重要な課題であるが，紙幅
の関係上，本稿では分析対象から除外する。

 76）  松尾オーラル，大中オーラルによる（GRIPS（2003a）第
一巻，pp.117-120，226）。

 77）  小池オーラルによる（GRIPS（2003a）第二巻，p.41）。
 78）  大中オーラルによる（GRIPS（2003a）第一巻，p.268）。

別の企業事例でも，日本生産性本部職員は生産性運動をめぐ
る反対が組合分断にならないように止めている（谷口オーラ
ル（GRIPS（2003b）第一巻，pp.17-18）。

 79）  小池オーラルによる（GRIPS（2003a）第一巻，p.58）。
 80）  谷口オーラル（GRIPS（2003b）第一巻，pp.17-18）によ

れば，委託教育では企業内の身分制度撤廃を訴えた。
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 81）  谷口オーラルによる（GRIPS（2003b）第一巻，pp.18-20）。
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